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く認識させるものであった。民主党のアピシット・ウェーチャーチワ首相（当時）は、ＵＤＤとの交渉のなかで王政擁護、メディア改革、経済格差是正、憲法改正、真相究明を柱とする国民和解ロードマップを二〇一〇年五月に示した。連立与党内にも早期の選挙を求める声は強かったが、ロードマップの実現が総選挙の前提であると主張して、アピシ ト首相は選挙を引き延ばした。懸案であった選挙制度を改革す 憲法改正が二〇一一年三月に発効 また、そ 実施に必要な選挙法等の改正も実現したことから、 五月一〇日、 アピシット首相は下院を解散し、五〇日余りにわたる選挙戦が開始された。　
今回の総選挙は、二〇一一年一二





定数 500 375 125
与党
タイ貢献党（Pheu Thai） 265 204 61
タイ開発国民党（Chartthai Pattana） 19 15 4
国家貢献開発国民党（Chart Pattna Puea Pandin） 7 5 2
民衆力党（Phalang Chon） 7 6 1
大衆党（Mahachon） 1 1
新民主党（New Democrat） 1 1
与党合計 300 230 70
野党
民主党（Democrat） 159 115 44
タイ矜持党（Bhumjaithai） 34 29 5
母なる大地党（Matubhum） 2 1 1
タイ国を愛する党（Rak Thailand） 4 4
平和を護る党（Rak Santi） 1 1





















月選挙を含めて、二〇〇一年以降の選挙においてタックシン派が常に勝利してきた。たとえば、二〇〇七年選挙（定数四八〇：比例区は八〇）におい 、タックシン派の人民の力党（当時）が二三三（比例区三四）議席を獲得したのに対して、民主党は一六五議席（比例区三三）にとどまった。選挙で敗れた民主党が政権につい のは、二〇〇八年一二月の憲法裁判所判決によってタックシン派 人民の力党ほか与党 党の解散が命じられこと、そして、
の一部（タイ矜持党など）が民主党側に寝返ったからであった。その後、タックシン派が一貫して早期の選挙を求めてき のは、選挙すれば自分たちが勝つと信じていたからである。他方、民主党としては政権についているうちに自党への支持を拡大す ことが必要であった。　
民主党政権はタックシン派支持
層を取り込むために、地方や弱者救済のための政策を強化した。しかしながら、この時期の経済状況は民主党政権が支持基盤 拡大るうえで大きな制約となっ と考えられる。民主党が政権についた二〇〇九年は世界的 金融危機の影響でタイ経済もマイナス成長（二・三％）に陥ったからである。二〇〇九年後半から急速な景気回復が鮮明になったものの、国際な原油高などの影響による物価上昇圧力は高まった。政府は価格統制法などを適用して価格上昇をおさえたが、昨年には食用油の品不足が生じる の混乱が生じた。　
民主党内には、ＵＤＤによる昨
年二〇一〇年の「騒乱」によっタイ貢献党の支持の低下につながるという見方もあったが、そうした変化があったかは疑わしい。二〇一〇年中に行われたいくつかの





















選挙制度改革において、一選挙区につき一候補を選ぶいわゆる小選挙区制が復活したことは、タイ貢献党の獲得議席数を底上げする効果があったと考えられる。クーデタ前の一九九七年憲法は、下院議員選挙について、政党名簿方式の比例代表制と小選挙区制の並列制を採用していた。タックシン元首相が率いたタイ・ラック・タイ党が二〇〇一年、二〇〇五年の総選挙で圧勝したひとつの要因に小選挙区制 あったと考えられ そこで、二〇〇六年クーデ 後に起草された現行の二〇 七年憲法は、小選挙区制を廃止 、の選挙区から複数の候補を選出する方式へと変更した。また、比例代表制については、全国を八つの地域に区分し、それぞれの地域で名簿を作成することにした。　
しかしながら、国会議員のなか
には選挙制度の改革を求める声が強かった。二〇〇九年に国会の政治改革・国民和解特別委員会がまとめた六項目の憲法改正提案には、小選挙区制 復活を含む選挙制度改革が含まれていた。当時与党の民主党内には小選挙区制の復










の議員の当選が確定していることが必要であるが、それを満たす数の議員 当選が確定したのは七月二七日のこと った。審査に時間がかかった理由は、タイ貢献党の比例代表名簿に含まれていたＵＤＤのリーダー一〇人が同党の党則および選挙法の規定上、党員たる資格を有するかが争点となったことにある。特に逮捕され身柄を拘束されたままになっているチャトゥポーン・プロムパン（同党名簿第八位）の取り扱いが最後まで残り、国会が召集される八月一日になって当選が確定した （なお、二選挙区で再選挙、一選挙区で投票の再集計が行われた） 。　
閣僚人事については、前政権で
は三人であった副首相を五人へと増員し（三人が他の大臣を兼務） 、インラック首相を支える体制 明確にした。また、懸案であったＵＤＤメンバーからの大臣起用は見送られ、 ＵＤＤ側に不満 残した。インラック首相は自分が全体 調整に力を入 各分野はそれぞれの専門チーム、担当大臣に委ねることを表明している。　
閣僚人事も固まり、関心はイン
ラック政権がその公約をどれだけ実行するかに移っている。選挙戦では民主党・タイ貢献党双方が公






ク政権ではあるが、国会運営のために上院との関係も重要とな憲法上、上院議員は政党への所属が禁止されている。実際に上院議員のなかには政党の影響下にある議員が存在するが、その数は与党側が法案 上院通過を確実なものとするほど十分 ものではない。一九九七年憲法 もとで下院の圧倒的多数を確保したタックシン政
権期に法案成立数が伸びなかったひとつの理由に上院の存在があった。　
インラック政権に対しても反
タックシン派が街頭における大規模な抗議行動を再開することはあり得る。ただし、ＰＡＤは支持者が減少し解散の可能性も報道されており、国際空港を占拠した二〇〇八年のような大規模な集会は当面行われないであろう。しかしながら、タックシン派が狙っているタックシン元首相に対する恩赦は、反タックシン派 大規 集会を組織する引き金と る可能性が高い。この点については、経済界やタイ貢献党内でも早期の恩赦に慎重な意見が強い。他方、ＵＤＤ側にも昨年の強制排除をめぐる責任追及を閉ざす恩嚇には反対する声がある。　
最大の懸念は司法の動きであ
る。二〇〇六年以降、タックシン派の勢力をそぐため 司法 利用されてきたからである。反タックシン派、野党が司法を通じて、インラック政権をつぶしにかか だろう。選挙戦中にはタックシン元首相の裁判における証言などを理由にインラック首相の責任を問う動きがあった。また、選挙後直ちにＰＡＤは選挙無効の申立てを
行ったが、請求権なしとして裁判所は請求を棄却した。　
選挙違反の告発にもとづく捜査
が本格化するのはこれからである。憲法や選挙法等には選挙違反を理由とする政党解散 命じる規定が存在し、捜査・訴訟の結果によっては政権 引きずりおろされる事態へと展開する可能性が残る。たとえば、憲法裁判所は政党の党首・幹部の軽微な選挙違反を理由に政党の解散を命ずることができる。この規定は二〇〇八年一二月のタックシン派政権 倒した憲法裁判所の判決の根拠となった。民主党と イ貢献 は互いに選挙違反を理由として相手方の解散を求める動きがある。 民主党は、タイ貢献党が自党の候補者がより多く報道されるためジャーナリストに資金を提供し と主張する。これに対して、タイ貢献党は選挙期間中に政府が行った日用品の低価格販売事業が間接的な資金提供にあたると主張する。司法を通じた政党解散はさら 両勢力の政治対立を助長す 危険性もはらんでいる。（いまいずみ
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